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１．はじめに
　わが国のコーポレートガバナンス改革元年と言われた2015年は様々な改革が行われた。コーポレー
トガバナンス・コードの上場企業への適用１や改正会社法による監査等委員会設置会社の導入２など
企業統治のための制度導入により、コーポレートガバナンスが進展すると期待された。
　しかし、それ以降も様々な企業で不祥事が起こっている。特に大企業の会計に関する不祥事は後
を絶たず、利害関係者の多さから大きく報道されることもあり、上場廃止や企業の存続そのものに
疑義が付くケースも少なくなかった。もちろん企業経営はリスクが伴うものであり、経営者の意図
とは関係なく、常に不祥事と隣り合わせにあるといってもいい。だが不祥事が頻発していては利害
関係者から企業の存続を問われることになる。そのため不祥事を防ぐ制度の一つとして内部統制が
あるが、内部統制は企業内部の仕組みであり、構築や運用の実態は外部利害関係者からはわかりづ
らいため注目されることは少ない。しかし不祥事を機に、本来企業内で有効に機能すべきである内
部統制に問題があった事が指摘されることがある。その指摘が不祥事調査のために設置された第三
者委員会によって調査されることがあり、どのように内部統制が無効化されているかが公表されて
いる。
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　そこで本稿では、公表されている第三者委員会報告書をもとに、内部統制がいかに無効化され不
祥事の源泉となっていったかを上場企業の事例を中心に考察する。
２．先行研究
　わが国の不祥事に関する事例研究は監査論の観点からの研究が多く、八田［2012］は企業不正と
内部統制が制度化される経緯の検証から、吉見［2001］は内部統制が問題となった大和銀行事件な
どの事例に触れながら事例研究を行っている。また、山田［2016］は内部統制報告書と課徴金交付
事例などから事例を検討している。法的な観点では、山本［2016］が不正行為と内部統制構築義務
の点から検討しているが、法律的見地からは比較的著名事例からの分析が多く、大和銀行事件など
内部統制が問題となった判例からの検討が多い３。出口［2015,p.20］は大和証券事件の分析を通して「会
社法の定める諸制度には、企業社会における重大事件および裁判例がその背景にあるものが少なく
ないが、この内部統制システムもそのひとつである」としている。
　事例分析における情報としては、米国では、SEC（証券取引委員会）がAAERを公表し４、その中
の会計不正事例の事例研究が行われている。福川［2018,p.ⅲ］ はSEC公表事例を使った事例分析で「経
営者が何らかの意図をもって会計数値を操作した」という積極的な会計不正事例を分析することが「会
計不正と関係しているために極端ではあるが、経営者の判断が会計情報の作成にとっていかに重要か」
理解するのに役立つとしており、詳細な情報公開が事例分析に貢献していることがわかる。
　わが国では金融庁に属する証券取引等監視委員会（SESC）が、行政処分に該当した事案を報道
発表という形で公表している。図表を用いて概要が一目でわかるようにしているが、簡潔に記載し
てあることから、事例分析の資料としては簡便的すぎるものとなっている５。また毎年、課徴金事例集・
開示検査事例集を公表している６。これは報道発表の資料に比べ詳略に書かれているが、最新の事例
が冒頭に数例掲載されているのみで、再掲が中心であり過去の事例を含めた代表的な事例の紹介と
いう意味合いが強いと思われる。また、東京証券取引所（以下、「東証」という。）も不祥事などに
よる上場規程違反による報告書などを公表しているが、上場規程違反という重要な案件にしては事
実関係が中心であり、詳細な資料とは言い難い７。監査論では論点の一つとして内部統制が取り上げ
られ、テキストで不祥事の事例が取り扱われることもあるが、監査制度を変容させた歴史上の大規
模な不祥事などが中心であり、監査史や制度を改正させたきっかけの一つとして扱われることが多
いように思われる８。
　このように、不祥事研究の最大の問題点は事例の詳細な情報が得られにくいという点である。樋
口［2017,pp.276-278］のように事実関係誤認と当事者への反論の聴取を目的として、不祥事を起こ
した企業に直接アプロ―チする場合もあるが、全面的に協力的な企業もあれば、不誠実ともとれる
企業もある９ということになり、情報提供は企業の対応次第ということになる。
　そこで近年はより詳細な資料として、第三者委員会報告書に代表される有識者が公表した資料が
注目されている。
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３．第三者委員会報告書
　上場企業において不祥事が起こると、特別調査委員会、外部委員会、内部（社内）調査委員会など様々
な委員会が設置されてきた。しかし、委員会に利害関係者などが存在する場合において客観的な調
査が出来るかといった、実効性が疑問視される事例も多かった。そこで近年は第三者委員会が設置
され、報告書が公表されるケースが多くなっている。不祥事は直接間接問わず、企業を取り巻く利
害関係者が何らかの形で関与しているケースも多いため、独立した第三者で構成される第三者委員
会による報告を利害関係者に対するけじめとするケースが多い。
　しかし、設置は企業の要請によるものであるため、何をもって独立した第三者とするかという点や、
企業にとって有利な報告書を提出するではないかと疑われる第三者委員会も多かった。そこで日本
弁護士連合会が「企業等不祥事における第三者委員会ガイドライン」（以下、「ガイドライン」という。）
を策定し、第三者委員会は弁護士を中心に公認会計士や情報技術等の専門家を加えて設置されるケー
スが多くなっている。また東証もルールではないとしながらも「上場会社における不祥事対応のプ
リンシプル」（以下、「プリンシプル」）という。）を策定している。これは不祥事対応における基本
的な行動原則を整理して明確化し、上場会社が個別の判断の拠り所として活用することを目的とし
た原則であるが、そこでも第三者委員会の活用を有効な選択としている10。ガイドラインによると、
第三者委員会報告書の内容は不祥事が発生した場合において、調査を実施し、事実認定を行い、こ
れを評価して分析するというものである。そして、不祥事とは犯罪行為、法令違反、社会的非難を
招くような不正・不適切な行為等であるとしている。
　不祥事に含まれる、不正（fraud）という概念は一般に広い意味で使われている。そのため、何をもっ
て不正とするのかという点が企業をめぐる不正が発覚した際に議論になることがある。監査上では、
鳥羽［2015,p.67］によると「公認会計士も、この概念に深くかかわることを意図的に避け、それに
代えて「異常事項」（irregularities）という用語を使用してきた」ため、不正というものが監査上
重要視されながらもあいまいにされてきた。何をもって不正とするかが、使用する場面や人によっ
て異なれば監査の信頼性を毀損することにもつながる。この問題は東芝の不祥事が発覚したときに
不正や粉飾ではなく「不適切会計」と報道されたことにも繋がっている11。そのため不正という概
念を定義しないと監査上ばかりか、利害関係者の混乱を招くことになるため、公認会計士協会や企
業会計審議会による基準等で定義が試みられている。たとえば「監査における不正リスク対応基準」
によると、「財務諸表において重要な虚偽の表示の原因となること」が不正であるとの前提を置きつ
つ、「「不正」とは、不当又は違法な利益を得る等のために、他者を欺く行為を伴う、経営者、従業
員等又は第三者による意図的な行為とされ、財務諸表の虚偽の表示は、不正又は誤謬から生じるとし、
重要な虚偽の表示の原因となるものを不正」としている12。
　つまり監査上使用されている「不正」は前提として「重要な虚偽表示の原因となる不正」であるため、
監査における不正と一般的に使用される不正は前提から異なっているのである。
　本稿では一般的に使われる不正と区別する目的で、財務諸表において重要な虚偽の表示の原因と
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なる不正だけでなく、財務諸表上虚偽の金額を表示させうるもの全てを「会計不正」と呼ぶことと
する13。
４．財務報告における内部統制
　
　財務報告における監査人の責任は、経営者の作成した財務諸表に対して監査意見を表明すること
にあり、財務諸表の作成に対する経営者の責任と、当該財務諸表の意見表明に対する監査人の責任
とは区別されている（二重責任の原則）14。このため財務諸表の作成者としての経営者15は財務諸表
を適正に作成する必要があり、公認会計士は財務諸表の適正性を評価する。そして有価証券報告書
等の記載内容に間違いがないことを経営者が保証するために、有価証券報告書等の記載内容の「確
認書」が義務付けられることになったが、経営者であっても有価証券報告書に記載された全てを確
認することは現実的ではない。そのため適正な財務諸表を作成する仕組みである「内部統制」16が有
効に機能していることを経営者が確認し、その有効性をもって適正な財務諸表が作成されていると
することとなった。そして監査人は独立した第三者として内部統制の有効性を確認したうえで、財
務諸表の適正性を評価する。内部統制が有効でない場合は財務諸表が適正に作成されているかどう
かの評価が困難となることから、内部統制は財務諸表の適正性確保という点で重要な意味を持つ。
　しかし、内部統制には以下の固有の限界がある。
財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準Ⅰ３　内部統制の限界
内部統制は、次のような固有の限界を有するため、その目的の達成にとって絶対的なものではな
いが、各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理的な範
囲で達成しようとするものである。
（１） 内部統制は、判断の誤り、不注意、複数の担当者による共謀によって有効に機能しなくな
る場合がある。
（２） 内部統制は、当初想定していなかった組織内外の環境の変化や非定型的な取引等には、必
ずしも対応しない場合がある。
（３） 内部統制の整備及び運用に際しては、費用と便益との比較衡量が求められる。
（４） 経営者が不当な目的の為に内部統制を無視ないし無効ならしめることがある。
　このように内部統制は固有の限界があり、絶対的なものではないため、構築や運用を適切に行っ
たとしても有効に機能しない場合がある。それが不祥事の源泉となり、問題発覚後に内部統制無効
化の原因として指摘されることがある。
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５．第三者委員委報告書における内部統制への言及
　立て続けに起こる不祥事を受けて、数多くの第三者委員会報告書が公表されている。前述のよう
に不祥事は広範な意味を持つため、そのすべてが財務諸表に関連したものではなく、法令違反や品
質問題など多岐にわたる。
（１）選択事例
　第三者委員委会報告書を受領した企業は不祥事の多発と関連して多数に及ぶため、検討する企業
を選択する17。
　財務諸表に重大な虚偽表示があったとされる企業を選択するため、東証より「上場廃止」「特定市
場注意銘柄」に指定された企業に注目し、その企業の中から第三者委員会報告書を受領した企業に
ついて分析することとした18。過去５年間で特定市場注意銘柄に指定された企業は、東芝、アイセイ
薬局、SJI、エリナス、石山Gateway Holdings、フード・プラネット、省電舎ホールディングスの 
７社であり、すべての企業で第三者委員会の設置、報告書の受領がなされていた。また、上場規則
への違反が重大性ありと判断され、特定市場銘柄の指定を受けることなく上場廃止になった企業は
存在しなかった。
（図表）過去５年間で特定市場銘柄に指定された企業
銘柄名 市場区分 指定後の状況 会計不正の実施主体 会計不正手法
東芝 第一部 指定解除2017/10/12
経営陣による過大要求
と結果生じた不正会計
を是正しなかった
引当金先送り（工事進
行基準）、押込み販売
アイセイ薬局 JQスタンダ ドー
上場廃止（ファンド
によるTOB）
2016/5/2
代表者らによる、回収
見込みの低い販売、関
連会社への販売による
売上増
売上、売上原価の恣意
的な適用
ＳＪＩ JQスタンダ ドー 指定解除2016/09/24
前代表取締役による私
的な会社運営、会社資
金の流用
会社資金の借入と架空
売上・債権による還流
エリナス マザーズ 指定解除2016/09/24
前代表取締役らによる
虚偽の決算情報（売上）
与信限度超の販売、自
己資金による売上計上
石山Gateway 
Holdings JQグロース
上場廃止
2015/8/1
破産手続き
2016/7/6
前代表取締役を中心と
する不適切な売上、仕
入、資金決済
実体のない取引の仮装、
債権回収の偽装
フード・プラ
ネット 第二部
上場廃止
2017/5/29
破産手続き
2017/6/7
代表取締役らが主導し
て虚偽の売上計上
第三者間への取引に介
入したとする架空売上
省電舎ホール
ディングス 第二部
指定継続
（2018/11/11現在）
代表取締役を含む複数
の取締役による架空売
上や工事原価付替え等
利益操作
架空売上、見積もり不
正（工事進行基準）
東証のプレスリリースより筆者作成
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（２）第三者委員会報告書の指摘事項
　それでは第三者委員会報告書で内部統制の無効化はどのように指摘されているのだろうか。ここ
では７社の事例（以下、「７事例」。）を並列的に検討するのではなく、省電舎ホールディングス（以下、「省
電舎」という。）を中心に検討することとした。７事例の中では東芝が突出して金額的にも社会的に
も大きな影響があったが19、東芝は多くの研究が行われいること20、また東芝による会計不正後の不
祥事に対する目が厳しくなっている状況で省電舎においてどのように会計不正が行われたか検討したい。
①　事例の概要
　省電舎の主な事業内容は、省エネルギー事業の推進により、顧客企業にエネルギ ・ーソリューショ
ン・サービスを提供することである。第三者委員会の調査の結果、明らかに意図的な会計不正と、
意図性は認められないが不適切とされる会計処理が確認された。架空売上の計上や、案件間の工事
原価の付替え及び工事進行基準を適用した案件における工事原価総額の過小見積りによる売上及び
利益の前倒し計上等の不正な会計処理等が継続的に行われていたことが明らかになっている。
②　会計不正手法
　省電舎における会計不正の手法には主に２つある。
　１つ目は工事進行基準の恣意的な運用である。請負工事には会計上工事完成基準と工事進行基準
が認められる。工事進行基準は見積もりの要素があり、「工事収益総額」「工事原価総額」「決算日に
おける工事進捗度」の各要素について信頼性をもっと見積もることが出来なければならないとして
いる（工事契約に関する会計基準９項）。この３点の見積もりを不適切に適用した。具体的には、工
事進捗度に加えるべきではない工事用地の取得を工事原価に加えることで早期に収益の計上を図っ
た点や、請負工事に適用すべき工事進行基準を自社開発でも適用することによる収益の早期計上を
行うなど工事進行基準の恣意的な適用があった。
　２つ目は取引先との通謀虚偽表示による会計不正である。取引先に協力依頼をして売上計上した
ことや、値引きを受けたことにして仮装した簿外債務、売上に該当しない権利譲渡を売上高に計上
している点などである。このように、取引先との通謀は取引の実態がなくとも（もしくは実態と異なっ
ても）証憑等が存在することから、会計不正の発見が難しくなる。
　１つ目の工事進行基準による会計不正は７事例でも発生している。会計上、経営者による見積も
りが生ずるところは不正が生じやすく、内部統制上も監査上もリスクが大きいとされる。しかし今
回の７事例では２社のみが恣意的な見積もりによる会計不正を行っていた。２つ目の取引先との通
謀虚偽表示であるが、関連会社等を含めると７事例すべてに当てはまった。関連当事者が増えると
発見される可能性も高まると思われるが、このようにある意味では単純といえる手法が最も用いら
れていた。
　近年はファンドなどを使った複雑で露見しづらい会計不正や会計上の見積もりを利用した会計不
正が注目されることもあったが21、７事例では比較的単純な方法が用いられることが多いことがわかる。
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③　会計不正の動機
　動機としては、省電舎の報道発表によると、「業績が向上しない中で利益額を増やすことが優先課
題となり、資金調達や継続企業の前提に関する注記の記載を解消するために決算の黒字化を実現す
る必要があると認識したこと」としている22。この動機は会計不正を主導した取締役らの私的な目的
ではなく、企業の存続のために行ったものと言える。これは他の事例についても同様で、ＳＪＩを
除いては会社資金流用がなく、またＳＪＩにおいても最終的には資金の返済がなされており、損失
は無かったとされる23。
　ドナルド.Ｒ.クレッシーによる不正のトライアングル仮説では、不正は動機、機会、正当化の３つ
の要素がそろったとき発生するされている。上場企業では経営者の私的流用はあまり考えられず、
動機としては企業のためという傾向があるといえる。それゆえに正当化が簡単になされ、会計不正
のハードルが下がるともいえる。内部統制の不備は機会に該当するため、経営者による不正はこの
３要素がつながりやすいと言える。
④　内部統制上の問題
　内部統制上の問題は、７事例全ての第三者委員会報告書に記載されていた。
　省電舎では「役職者らのコンプライアンス意識の著しい欠如のために相互の監督・牽制が有効に
機能しなかったことや、不正行為を防止するための社内における体制や内部監査及び監査役による
監査体制の構築も徹底されなかったこと、また、適切な財務報告を行うために必要な知識・人材不
足によるものと判断」としている。工事原価の見積もりにおいてこれは顕在化しており「実現可能
性の低い原価低減活動による原価低減を考慮した工事原価総額の不適切見積もり」といった「工事
進行基準等の適用に関する監査上の取り扱い」第10項に例示されているものと同様の会計不正が生
じているため24、このような会計に関する知識があれば一定の牽制が働いた可能性がある。
　内部統制の問題は７事例を見ると、上述のように会計不正に関する具体的な手法を除けばほぼ同
様のことが記載されている。具体的にはコンプライアンス意識の向上と法令順守、相互牽制の有効
化と内部監査部門の強化といったことが記載されていることが多い。しかし経営者による不正であ
れば内部統制は無効化されやすいため、取締役会などによる相互牽制が重要であるが、有効に働い
ていない事例が多い。また取締役会に会計不正が含まれる案件が議題とされない場合や、担当役員
ごとに業務が縦割りになり、相互牽制が働いてない場合が多かった。
⑤　再発防止策
　再発防止策については７事例全ての第三者委員会報告書に記載されていた。
　省電舎においても、６ページにわたって再発防止策が提言され、７つの項目があげられている25。
また第三者委員会報告書受領後に提言を受け、自ら「再発防止策のお知らせ」を公表し、再発防止
策として「１．コンプライアンス意識の改革・知識の向上について」と「２．内部管理体制の充実
について」を策定している。前者については、外部講師などによるコンプライアンス意識向上と会
－  44  －
計知識の向上といった一般的な内容に留まっている。また、後者においても牽制機能の強化や内部
監査体制の充実など、こちらも一般的な内容に留まっているといえる。ただ、工事進行基準は内部
体制の体制の整備が出来ていないため、当面は適用中止といった点が企業の実情に合った施策とい
える。
　７事例を見ても再発防止策は一般的な内容に留まっていることが多い。再発防止策は全ての第三
者委員会報告書に記載されているが、内容や分量の差はあっても提言内容はそれほど変わらず、コー
ポレートガバナンスを改善するために、組織体制の改善、コンプライアンス意識の改善を提言する
ものとなっている。ガイドラインでも「第三者委員会は、調査結果に基づいて、再発防止策等の提
言を行う」26とあるように、再発防止策の提言も第三者委員会に求められている。そしてプリンシプ
ルにおいても「実効性の高い再発防止策の策定と迅速な実行」27が求められていることから、第三者
委員会報告書における提言内容が再発防止策策定の出発点となると思われる。
　第三者委員会報告書は比較的短い期間で調査、公表することから社風などの統制環境まで踏み込
んだ提言まですることは困難な場合もあると思われ、具体的な再発防止策の制度設計までするのは
現実的に困難であると思われるが、内部統制を確立し、不祥事の再発防止を行うためにはこの点が
重要と考える。
６．むすびにかえて
　これまで見てきたように、内部統制の無効化は様々な形で行われている。前述のように、ほとん
どの事例で経営者による直接的な内部統制の無効化があり、間接的なものまで含めると、全ての事
例で経営者の関与があった。内部統制の限界でも示されたように経営者の関与があれば内部統制は
簡単に無効化されてしまう。
　今回の７事例では従業員による不正はあまり見られず、会計不正は経営者が主導したものであった。
また、会計不正の手法も複雑な手法ではなく、古典的な通謀といったものが多かった。当然、本稿
で指摘した点についても、監査を担う監査法人であれば未然に防がれた不祥事などのデータを含め
数多く所持している可能性もある。しかし、会計不正は実際の事件として公表されるまで知られる
ことがほとんどない。そのため分析対象としての第三者委員会報告書の重要性は大きいものといえる。
　従業員不正をきっかけとしたものは少なかった理由として考えられるのは、上場企業においては
従業員に対する内部統制が一定程度整備されているためだと思われる。会計不正が発生すると内部
統制の不備が指摘されるが、内部統制は企業活動の多くでは適正に整備され、経営者に対する牽制
が働なかった点が問題なのである。経営者の誠実性は監査上古くから問題とされている、内部統制
や監査技術が整備され監査が実施される情報技術の発達が応用される時代になっても、最終的には
経営者の内心の問題が、監査リスクとなる点は変わらず、第三者委員会報告書などの事例分析は、
経営者をどう統制していくかという制度設計の貴重な資料となるといえる。
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［後記］　本研究成果は石井記念証券研究振興財団による平成29年度研究助成（グループ研究）の支
援を受けている。ご厚意に対して謝してここに記す。
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